
報道発表資料様式 
           　　　

 １２／５(金)の発表                   　　　 【道庁プレスリリース】

 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報道発表資料の配付日時１２月５日（金）１０時００分 

 発 表 項 目 「ゼロカーボン北海道推進計画（第２次）」（素案）に係る 

（ 行 事 名 ） 道民意見募集（パブリックコメント）について

 記者レクチャー (実施日時)   発 表 者
  

 の お 知 ら せ   発表場所

  【ポイント】 

 概 要   温室効果ガスの新たな中期削減目標の設定や、その達成に向けた取組

の追加・拡充などを行ったゼロカーボン北海道推進計画（第２次）（素

案）について、パブリックコメントを実施します。

１　意見募集期間 
 

 　　令和７年(2025年)１２月５日（金）～令和８年１月５日（月）
 
２　資料の閲覧・入手方法 
 
（１）北海道経済部ゼロカーボン推進局ゼロカーボン戦略課ホームページ① 

        https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/zcs/240035.html
※子ども向け:同保健福祉部子ども政策局子ども政策企画課ホームページ② 

 　　　 https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/kms/kodomopc.html
 
（２）以下の場所での閲覧・配付 
　　  ア 北海道経済部ゼロカーボン推進局ゼロカーボン戦略課（道庁本庁舎８階） 

 　　　イ 北海道総務部行政局文書課行政情報センター（道庁別館３階）
　　　ウ 各総合振興局及び各振興局（石狩振興局を除く）の行政情報コーナー 
　　　　 ※上記の場所にて、紙媒体による閲覧又は配付を御希望の方は、 
          担当職員へお申し付けください。　 
 
３　意見の提出方法 
  　郵送、ファクシミリ、電子メール（子ども向けは電子申請サービス）の
　いずれかにより、経済部ゼロカーボン推進局ゼロカーボン戦略課ゼロカー

 　ボン推進係あて提出。
 
　※　詳細は、別添「道民意見提出手続の意見募集要領」を御参照ください。

 参 考 　添付資料 
 　・道民意見提出手続の意見募集要領

　・ゼロカーボン北海道推進計画（第２次）(素案)の概要 

 報 道 ( 取 材 )   
 に 当 た っ て 
 の お 願 い

 他 の ク ラ ブ  同 時 配 付 (場所)
 と の 関 係  同 時 レ ク

 担 当 　経済部ゼロカーボン推進局ゼロカーボン戦略課（担当者：課長補佐　佐伯） 
 （ 連 絡 先 ）   ＴＥＬ　ダイヤルイン　０１１－２０４－５３３４（内線２６－４０６）

①

②



 

道 民 意 見 提 出 手 続 の 意 見 募 集 要 領 

                             令和７年（2025年）１２月５日 
 
 
１ 計画等の案の名称 
   ゼロカーボン北海道推進計画（第２次）（素案） 
２ 参考資料の名称 
（１）ゼロカーボン北海道推進計画（第２次）（素案）の概要 
（２）ゼロカーボン北海道推進計画（第２次）（素案）の概要（やさしい版）※子ども向け   
３ 計画等の案及び参考資料の入手方法 

 北海道のホームページ（経済部ゼロカーボン推進局ゼロカーボン戦略課ホームページ）に
掲載 

      （https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/zcs/240035.html） 
上記掲載情報は、以下の場所で閲覧可能です。 
ア 北海道経済部ゼロカーボン推進局ゼロカーボン戦略課（道庁本庁舎８Ｆ） 

   イ 北海道総務部行政局文書課行政情報センター（道庁別館３Ｆ） 
   ウ 各総合振興局及び各振興局（石狩振興局を除く）の行政情報コーナー  

※上記の場所において、紙媒体による閲覧又は配付をご希望の場合は、担当職員へお申し
付け下さい。 

４ 意見等の募集期間 
   令和７年１２月５日（金）～令和８年１月５日（月） 
５ 意見等の提出方法及び提出先 
（１）郵便        〒０６０－８５８８  札幌市中央区北３条西６丁目 
             北海道経済部ゼロカーボン推進局ゼロカーボン戦略課（ゼロカーボン推進係） 
（２）ファクシミリ  ０１１－２３２－１０４１ 
（３）電子メール    kikou.kikaku@pref.hokkaido.lg.jp 
 
６ 意見募集結果の公表時期 

提出された意見については、意見に対する考え方とともに令和８年２月下旬頃を目処に
「道民意見提出手続の意見募集結果」を公表します。 

   なお、意見募集の結果の公表は「３ 計画等の案及び参考資料の入手方法」に記載の方法
に準じて行います。 

７ その他 
（１）意見の提出に当たっては、日本語でお願いします。 
（２）意見の提出に当たっては、住所、氏名（団体の名称）を記載してください。 
   なお、意見の要旨と併せて、意見を提出された方の住所（市町村名のみ）を公表すること 
  があります。 
（３）意見が長文の場合や大部の資料を添付する場合は、併せてその要旨を提出してください。 
（４）電子メールによる意見の提出は、意見提出様式を添付ファイルとして使用してください。 
（５）意見受付後、約３日（土曜・日曜日、休日を除く）以内に受け付けた旨をご連絡いたしま 
  すので、連絡がない場合は、電話・ファクシミリ・郵便等でお問い合わせ願います。 
   なお、連絡は、電子メールの送信・電話・ファクシミリ・郵送等により行います。 
（６）プライバシーを侵害する意見、誹謗中傷などの差別を助長する意見、個人情報が記載され

た意見は公表しない場合があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 

問い合わせ先 

経済部ゼロカーボン推進局ゼロカーボン戦略課

（ゼロカーボン推進係） 

電話：011-204-5334 



○ 幅広い関係者との連携・協働による推進
産業、経済、金融など幅広い主体と連携・協働して取り組み、北海道全体として達成をめざす。

○ 庁内の推進体制
庁内のあらゆる施策に脱炭素の観点を組み込み、部局横断組織により庁内連携及び施策の調整を図る。

○ 計画の進捗評価
毎年度、計画に基づく施策の実施状況について報告書を作成し、環境審議会の評価を受けて公表。

○ 計画の見直し
目標の達成状況等の点検を毎年行い、途中年度の状況も踏まえながら、必要に応じて適宜見直し。

○ 道は、令和3年3月に第３次「北海道地球温暖化対策推進計画」を策定し、長期目標である2050年「ゼロ

カーボン北海道」の実現に向け取組を開始。（令和5年4月に「ゼロカーボン北海道推進計画」に名称変更）

○ 令和７年２月、国は「地球温暖化対策計画」を「ＧＸ２０４０ビジョン」の策定と合わせて改定し、新たな温室

効果ガス削減目標 「2035年度:60％削減 2040年度:73％削減（いずれも2013年度比)」を設定。

○ こうした状況変化を踏まえ、新たな中期目標を設定し、めざす姿、取組の基本的な考え方や重点的取組、

補助指標の追加・拡充を行うとともに、道内の脱炭素の現状や方向性などを、わかりやすく示し、道民や事

業者の方々と共有することで、道内一体となって取り組んでいくためのガイドブックとして改定。

１ はじめに ～改定にあたって～

ゼロカーボン北海道推進計画（第２次）（素案）の概要 ～ 脱炭素への挑戦 新たな未来の創造 ～

○ 条例に基づき2050年までの「ゼロカーボン北海道」の実現に向け、地球温暖化対策を総合的かつ計画

的に推進する上で、2040年度までの削減目標やその達成に向けた取組等を示すもの。

○ 「地球温暖化対策推進法」に基づく「地方公共団体実行計画(区域施策編)」。

２ 本計画の位置付けと期間

３ 削減目標

（１）長期目標

5 温室効果ガス排出抑制等の主な対策・施策

6 計画の推進体制等

計画期間 2026年度（令和８年度）から 2040年度（令和22年度）まで

2050年までに道内の温室効果ガス排出量を実質ゼロとする (ゼロカーボン北海道の実現)

2030年度：48％削減 2035年度：62％削減 2040年度：76％削減

取組の基本的な考え方

○森林吸収源対策
○農地土壌吸収源

対策
○都市緑化の推進
○自然環境の保全・再興
○水産分野の取組

（ブルーカーボン）

○脱炭素型ライフスタイ
ル・ビジネススタイルへ
転換

○地域の脱炭素化
○交通・物流の脱炭素化
○GXとAI-DX産業の
一体的展開

多様な主体の協働による
社会システムの脱炭素化

○ZEB,ZEHの普及など
建築物の脱炭素化の推進

○持続可能な資源利用推進
○革新的イノベーションに
よる創造

○気候変動への適応

地域と共生した再生可能エ
ネルギーの最大限の活用

○地域特性を活かしたエネ
ルギーの地産池消の展開

○ポテンシャルの最大限の
活用に向けた関連産業の
振興

○地域との共生

森林等の二酸化炭素
吸収源の確保

（２）中期目標

（2013年度比）

○ 環境保全、経済発展及び道民生活向上を総合的に推進する必要があるとの認識の下、道民、道、事業

者など全ての関係者の自主的かつ積極的な参加及び密接な連携を得ながら、弛まず着実に取組を推進。

○ 北の大地を将来に引き継ぎ、我が国のみならず、世界の地球温暖化対策に貢献する想いをもって、

北海道ならではの「カーボンネガティブ（排出量＜吸収量）」の実現も見据え、取組を推進。

４ めざす姿

○ 地域の脱炭素化

豊かな地域資源を活かした再エネの地産地消などを進

め、産業振興やレジリエンス強化など様々な地域課題の

解決や魅力と質の向上を実現する

○ 地域と共生したGX政策の推進

全国随一の再エネポテンシャルを活かし、地域と共生

した良質な投資を呼び込むことで、環境と経済の好循環

を実現し、全国・世界の地球温暖化防止対策に貢献する

①再生可能エネルギーや森林などの豊富な

地域資源の最大限の活用

②地域特性を踏まえた理解促進

③データの一層の見える化

④再生可能エネルギーと地域との共生

⑤本道のGX政策との協調

⑥我が国及び世界の地球温暖化防止対策への貢献
と道内への経済効果

⑦SDGsの視点に基づいた取組の推進

2050年までの「ゼロカーボン北海道」の実現へのイメージ

既存技術・設備の導入拡大による削減 ⇒ 次世代技術の開発及びその社会実装による加速度的削減

道民や事業者などとゼロカーボン実現に向けた認識共有・機運醸成・行動喚起

技術・取組などの飛躍的な加速に
よるゼロカーボン北海道を実現

ゼロカーボンに向けた道筋を構築
・地域資源を最大限活用した地域の脱炭素化
・GXとAI-DX産業の一体的展開
・再生可能エネルギーの供給・利活用で国の脱炭素に貢献

✓日本、世界
の脱炭素化
に貢献

～2050～2040

重点的に進める取組・補助指標


